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第 2 章  オフィス機能の立地変容に関する研究動向 
 
 
 本章では，郊外地域におけるオフィス機能の立地に関する研究が急増す
る 1980 年代後半以降の，北アメリカ，ヨーロッパにおける研究成果を概
観し，それぞれの地域における論点の相違とその背景について整理する．
その上で，日本の都市内部におけるオフィス機能の立地変容に関する研究
動向を欧米における論点と比較し，日本において残された課題を提示する． 
 
1．都市内部におけるオフィス機能の立地変容に関する既存研究の動向 
経済的機能の郊外化は，都市地理学における中心的なテーマの一つであ
り，豊富な研究の蓄積がある．特に，立地変動の要因に関しては，工業，
商業，オフィスのそれぞれの分野で詳細な検討がなされ，研究動向の整理
も数多くなされている １ ．中でも，オフィス機能の郊外地域への立地は，
1980 年代後半以降，ICTの発達により顕著に進み，エッジシティと呼ばれ
る業務核の形成を促した ２  ．オフィス機能の郊外地域への立地が注目さ
れるのは，郊外におけるオフィス集積が都市圏外周部に，求心力のある業
務核を形成し，都市内部構造を根本的に変化させる可能性があることによ
る ３ ．したがって，オフィス機能の立地変容が都市内部構造に与える影響
について明らかにしておく必要がある． 
Haig(1926)や Alonso(1960)によって指摘されてきたように，オフィス
機能は都市機能の中でも，近接性から最大の利益を得ると同時に，高い地
代負担能力を持つことにより，都市の中心部に高密度に集積し，特徴的な
スカイラインを形成してきた．このような，アクセシビリティを根源とし
た集積は，多様なサービスの創出，知識労働力プールの形成，プレステー
ジの向上といった外部経済によって，その集積をますます強固なものとす
る  (Alexander 1979)．古典的なオフィス機能の立地に関する概念は，①
都 市 の 唯 一 の 中 心 が 都 市 圏 の 中 で 最 も ア ク セ シ ビ リ テ ィ に 優 れ た 場 所 で
あること，②近接立地による接触費用の節約が集積の経済の源泉であるこ
と，そして③都市内部構造に影響を与える要因が都市圏内のみに存在する
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ことを前提にしている (Yeates 1990)．したがって，これらの前提条件の
変化は，オフィス機能の立地を変容させるものといえよう． 
実際，都市の中心部に集積するオフィス機能が分散化し始めたとする指
摘は，北アメリカにおいては既に 1960 年代頃から，ヨーロッパにおいて
も 1970 年 代 頃 か ら 出 て き た (Hartshorn 1973, Manners 1974, Daniels 
1977)．  
ただし，オフィス機能の分散化の進展は，都市の規模や所在する地域に
よる違いが大きく，研究の視角も異なる．そこで，ここでは北アメリカ，
ヨーロッパ，日本の 3 地域におけるオフィス機能の立地変容に関する研究
の動向とその特徴を整理する． 
本章では，最初に北アメリカ，ヨーロッパにおけるオフィス機能の立地
変容に関する研究の動向を整理し，背景にある社会・経済的状況の共通点
と相違点を検討する．その上で，欧米において導入されている理論とわが
国の研究動向とを比較し，日本の都市におけるオフィス機能の立地変容へ
の適用の可能性を議論する．最後に，既存研究の比較によって得られた知
見を整理し，日本のオフィス機能の立地変容に関する研究に残された課題
を明らかにする．  
 
2．北アメリカにおけるオフィス機能の立地変容に関する研究 
ⅰ）エッジシティ (Edge city) 
北アメリカにおいては，高度に進展したモータリゼーション，熟練労働
者層の郊外居住志向，大手不動産資本による活発な郊外でのオフィス供給
等により，早い時期からオフィス機能の郊外への立地が進展した．オフィ
ス機能の郊外化は， 1960 年代にはニューヨーク，アトランタなどの一部
の大都市を中心に，郊外のオフィス増加率が都心を上回る相対的な郊外化
の形で進行してきた (Hoover and Vernon 1959, Alexander 1979)．これが
1970 年代になると，北アメリカのほとんどの大都市で観察される一般的
な 傾 向 と な り ， 都 心 の オ フ ィ ス 密 度 自 体 が 低 下 し 始 め た と 指 摘 さ れ る
(Stephens and Holly 1981, Smith and Selwood 1983)．  
北アメリカにおけるオフィス機能の分散化の要因は，鉄道やバスといっ
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た大量輸送交通機関から，航空路線と高速道路によると弾力性の高い個別
交 通 へ と 交 通 モ ー ド が 変 化 し た こ と に よ る も の で あ る (Hartshorn and 
Muller 1989)．ただし，オフィス機能は郊外においても集積の経済を志向
し，互いに近接した立地から多くの利益を得ている (Meyer and Green2003)．
このため，都心から分散化したオフィス機能は，都市圏外周部における高
速道路のインターチェンジ付近や，空港と都心を結ぶ主要幹線道路沿いに
集積し，自動車交通に対応した新しい郊外業務核の形成が注目されるよう
になった．郊外業務核は，Office Park(Hartshorn 1973)，Suburban Freeway 
Corridor (Baerwald 1978) ， Technoburb(Fishman 1987) ， Suburban 
employment center(Cervero 1989)など様々な呼び方がされるが，いずれ
も従来の都心とは形態的に異なる，新しい郊外型オフィス集積地区の形成
に着目したものである． 
このような新しい郊外型オフィス集積地区の成長を，より包括的に都市
内部構造の一部として再認識したのが Garreau(1991)のエッジシティであ
る． Garreau(1991)は，エッジシティの条件として① 1,500 万平方フィー
ト（約 45 万㎡）以上のオフィススペース，② 60 万平方フィート（約 5.4
万㎡）以上の小売スペース，③業務地区として特徴づけられ，夜間人口よ
り昼間人口の方が多い，④地域住民から，業務・商業・娯楽が一体となっ
た都市として認識されている，⑤約 30 年の内に都市として形成された場
所であり，それ以前は都市的な土地利用がなされていなかった場所である
ことの 5 つを主な条件として列挙している．このうち，①のオフィススペ
ースの規模や⑤の形成年代については，従来の新しい郊外型のオフィス集
積地区を示すものに過ぎないが，②の小売スペースを兼ね備え，④の地域
住民からの都市としての認識は，郊外に新しい形態の都心が形成されたと
いう認識であり，都市内部構造の根本的な変化を示唆するものである．こ
のようなエッジシティは，伝統的な都心と同じように集積の経済を発揮し，
周辺から経済活動や交通流動を吸引する「マグネットエリア」として機能
することにより，都市の内部構造を継続的に変容させる効果を持つ (Frey 
1993)．  
北アメリカにおけるエッジシティは，1980 年代から 1990 年代にかけて，
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著しく成長し，多くの大都市圏において複数のエッジシティが都心を凌駕
するオフィスストックを持つに至っている (McDonald and Prather 1994, 
Small  and Songs 1994, Desmet and Fafchamps 2005)．た だし， エ ッジ
シティの成長が，都市圏の構造に与えている影響に関して，必ずしも一致
した見方があるわけではない．特に，オフィス機能の立地の観点からみる
と，エッジシティが都市内部構造に与える影響に関する論点は，エッジシ
ティは都心を補完するものに過ぎないという集積論 (Centrist)の立場と，
エッジシティが都心の役割を低下させ，都市圏の解体を促すとする分散論
(Decentorist)の立場がある． 
 
ⅱ）集積論 (Centrist) 
集積論の立場からは，高次なオフィス機能は依然として大都市の都心に
集中しており，分散化は空間的分業の結果に過ぎないとするものである．
都心に金融機関や大企業の本社が立地してきた大都市においては，オフィ
ス の 分 散 化 は 機 能 的 に 低 次 な バ ッ ク オ フ ィ ス 部 門 や 郊 外 の 市 場 を 管 轄 す
る支店オフィスに限られ，高次な意思決定を担う大企業の本社や世界的な
市場に結びつく多国籍企業，専門的な事業所サービス業といった高次な機
能 は 依 然 と し て 都 心 に 集 中 し 続 け て い る と 指 摘 さ れ る (Schwartz 1992, 
Pivo 1993, Matthew 1993, Michalak and Fairbairn 1993)．  
このような論点は，ニューヨークやトロント，シカゴといった，いわゆ
るフロストベルトの大都市において顕著であり，世界都市としての巨大な
機能集積と，中心部から放射状に広がる公共交通や歴史的に蓄積されたオ
フィスストックなどの都市インフラによって，都心のプレステージが維持
されている． 
 
ⅲ）分散論 (Decentorist) 
一方，分散論の立場からは，エッジシティの急速な成長により，都心は
もはや都市圏の中で最上位の中心核ではなくなりつつあると指摘される．
大量輸送交通機関から個別輸送交通機関への転換と富裕層の郊外居住は，
都市内におけるアクセシビリティを大きく変化させ，就業地の周辺環境や
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や 職 住 近 接 が オ フ ィ ス 機 能 の 立 地 を 規 定 す る よ う に な る (Anas and Kim 
1996, Guldmann and Wang 1998)．さらに，企業活動の多国籍化とそれを
支える ICT の飛躍的な発達は，対面接触の利便性以上に，世界的な情報フ
ローへの結合が重視され，最新鋭の情報環境を持つ郊外の新しいオフィス
ビルの需要を高めている (Sassen 1995, Muller 1997)．  
この結果，アクセシビリティや地代によって規定される伝統的な立地論
では，もはや都市内におけるオフィス機能の立地は説明し得ず，個々の機
能 の 相 互 作 用 や 社 会 的 な 営 力 に よ る 自 己 組 織 化 が オ フ ィ ス 機 能 の 立 地 要
因として重要視されるようになっている (Krugman 1996)．これは都市内部
構 造 の 観 点 か ら み る と ， 都 心 を 最 高 次 の 中 心 核 と す る 単 核 的
(Monocentoric) な 都 市 構 造 か ら ， 並 列 的 な 核 が 多 数 存 在 す る 多 核 的
(Polycentric)な 構 造 へ の 移 行 で あ り ， ネ ッ ト ワ ー ク シ テ ィ (Townsend 
2001)やキノ資本主義 (Dear and Flusty 1998)と呼称される脱工業化社会
の新しい都市形態として認識される ４ ．  
分散論の立場からの実証的な研究は，アトランタ，ヒューストン，ロサ
ンゼルス，サンフランシスコといったサンベルトの都市を中心になされて
いる点で特徴的である．これは，先端技術産業や情報産業といった立地上
フットルースな部門の成長と，北東部の大都市に比較した都市インフラの
蓄積の低さが，伝統的な都心の地位の低下に大きく寄与していることを示
すものである． 
 
ⅳ）脱中心化と再中心化 
 以上のように，アメリカの大都市におけるオフィス機能の立地変容は，
いわゆるフロストベルトの大都市における集積論と，サンベルトの都市に
おける分散論の二つの視角から論じられてきた．しかし，これらの見方は
いずれも極端であり，実際には都心は依然として巨大な集積を持つが，都
心 と 郊 外 に 立 地 す る オ フ ィ ス 機 能 の 階 層 的 な 差 異 は 小 さ い と す る 見 方 も
ある (Harringtnn and Campbell 1997, Nelson 2006)．す な わち， 公 的部
門や金融コングロマリットなどの都心に立地する企業の成長が，郊外の成
長を促進していると同時に，郊外に立地する専門サービス企業や多国籍企
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業の多様性が都心の成長を規定する相互作用があるとする見方である．  
 ただし，巨大な郊外業務核であるエッジシティは，その成長によって郊
外立地の優位性を喪失する自己矛盾を抱えている．エッジシティは，元来，
都市インフラへの投資を最低限に抑えた低密開発により，地代や混雑から
のコスト負担を低減させる開発手法である (Batty 2001)．したがって，エ
ッジシティの成長は，立地コストの単純な上昇ばかりでなく，伝統的な都
心に比べて貧弱な交通インフラが都心以上の混雑コストを発生させる．換
言するならば，エッジシティの成長は，都心以上に外部不経済に成長を規
制されるものといえよう．  
この点に着目し，エッジシティの限界を提示したのが Lang(2003) のエ
ッジレスシティである．エッジレスシティとは，先に提示したエッジシテ
ィの規模の定義に満たないオフィス開発のスプロールの一種であり，密度
の低さにより周辺との境界 (edge)が見出せないとされる ５ ．エッジレスシ
ティは，エッジシティの約 2 倍のオフィススペースを持つにもかかわらず，
形態的な曖昧さからその重要性が看過されてきたと指摘される．ただし，
より重要なのは， 1990 年代後半以降，エッジシティの成長が止まりつつ
あり，都心とエッジレスシティでオフィススペースが拡大する現象が生じ
始めた点にある．このような現象は，Soja(1989)が指摘してきた再中心化
と脱中心化の具現化に他ならない．世界経済の再編の中で，ますます中心
性を高める世界都市においては，文化・芸術産業の興隆と産業・金融資本
の拡大による都市中心部への再中心化が進む一方，情報化よってよりフッ
トルース化する最先端産業の立地が，都市圏外縁部の拡大という脱中心化
を推し進めている (Soja 2000)．こういった動きは，グローバリゼーショ
ンの深化や世界都市の成長が，北アメリカの都市内部構造に与えている影
響の強化を示すものである． 
 
ⅴ）郊外依存仮説  
 ここまでの，論点の多くは主に大都市圏を中心とするものであり，世界
的 あ る い は 国 家 的 な 中 心 都 市 に お け る オ フ ィ ス 機 能 の 立 地 変 容 を 扱 っ て
いる．これに対して，都市階層の下位に位置づけられる都市においては，
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オフィス機能の立地を明示的に扱っているものは少ない．ただし，北アメ
リカにおいても，日本の都市と同様，中小規模の都市では，深刻な都心の
空洞化が進んでいると指摘されている (Jackson 1985)．  
雇用や就業地の郊外化に関しては，郊外依存仮説に関する研究が，近年
注目されている．例えば，クリーブランドでは 1980 年代の間，雇用の絶
対的な郊外化が進展し，エッジシティの雇用への依存，税収の破綻，増税
に よ る 企 業 の 更 な る 流 出 を 招 い て い る と さ れ る (Bingham and Veronica 
1996)．同様の論点は，モントゴメリ，デイトン，ミネアポリス－セント
ポールなど多くの中小都市で指摘される (Rusk 1999)．また， Voith(1999)
は，人口 30 万人以下の都市圏においては，郊外化が中心都市の住宅価格
や所得に負の影響を与えていることを明らかにした．  
 これらの指摘は，中小規模の都市における成長の極が，郊外のカウンテ
ィに移動することにより，モビリティの低い人種的マイノリティや貧困者
層が中心市に滞留し，都市が中心市と郊外でセグリゲートされつつある状
況を示すものである．中心市の環境の悪化は，企業や富裕者層の郊外への
移 動 を 促 進 し ， 中 心 市 の 税 収 や 雇 用 を ま す ま す 悪 化 さ せ て い る (Savitch  
and Kantor 2002)．このような状況は，都市中心部への富裕者層やオフィ
ス機能の回帰によって，再中心化が進む大都市とは対照的であり，都市の
規模による差異が明確に現れている． 
 
ⅵ）小結  
 北 ア メ リ カ に お け る オ フ ィ ス 機 能 の 立 地 変 容 に 関 す る 研 究 か ら 得 ら れ
る知見は，以下の 3 つに整理することができる．第一に，北アメリカにお
いては，大量輸送交通機関から，個別輸送交通機関への転換がいち早く進
んだことにより， 1960 年代頃から高速道路に依存した分散的なオフィス
立地が形成され始めていた．この傾向は，業務・商業機能が一体となった
エッジシティの形成によってますます強められ，多くの大都市圏が単核的
な構造から多核的構造へと移行していた．第二に，比較的に歴史の古い北
東部を中心としたフロストベルトの大都市と，ロサンゼルスに代表される
サンベルトの都市では，オフィス機能の立地変容に異なった様相が生じて
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いた．すなわち，フロストベルトの世界都市においては，依然として都心
部の機能集積が大きく，多核的な構造の中にも伝統的な都心を頂点とした
ヒエラルヒーが明瞭である．これに対して，サンベルトの大都市において
は，都心のインフラが相対的に貧弱であったことと，フットルースな先端
技術産業の成長によって都市圏の多核化が著しく進行している．第三に，
1990 年代以降，世界的な都市システムの中での階層性が，北アメリカに
お け る オ フ ィ ス 機 能 の 立 地 変 容 に 強 い 影 響 を 与 え て い る と の 指 摘 が 増 え
ている．グローバル経済の深化にともなう世界経済の再編は，世界都市に
位置づけられる大都市の再中心化と，都市地域の拡大を牽引する脱中心化
の両面の影響をみせている．一方，多くの中小都市では，中心市の空洞化
が深刻となり，中心市が郊外に依存する問題が生じている．   
 
3．ヨーロッパにおけるオフィス機能の立地変容に関する研究 
ⅰ）オフィス機能の分散化  
ヨ ー ロ ッ パ に お い て は エ ッ ジ シ テ ィ の よ う な 郊 外 業 務 核 の 形 成 に つ い
ては懐疑的な見方が多く，都心が依然としてオフィス機能の集積の大部分
をしめていると指摘される．この背景には，ヨーロッパの多くの都市にお
いては，①北アメリカに比較して都市の分布密度が高く，新たにエッジシ
ティを開発する余地が少ないこと，②相対的に都市が小規模であり，都心
の外部不経済が小さいこと，③歴史的に都心のプレステージが高く，都心
に立地するメリットが大きいこと，④中心市と郊外の社会的分離が少なく，
富裕層の郊外居住といった現象もあまり見られないこと，⑤郊外のオフィ
ス の 開 発 に 否 定 的 な 都 市 政 策 が 実 施 さ れ て い る こ と な ど が 挙 げ ら れ て い
る (Phelps and Parsons2003, Riguelle et al 2007)．  
 一方で，ヨーロッパにおいては，都心部に再開発が困難な歴史的地区を
多く抱えている上に，オフィス開発に多くの制限が果たされており，オフ
ィススペースは慢性的に不足している．このため，オフィスの分散化の可
能性やその効果に関して，多くの研究が蓄積されている． 
 ヨ ー ロ ッ パ に お け る オ フ ィ ス 機 能 の 立 地 変 容 に 関 す る 先 駆 的 な 研 究 と
して， Daniels(1969, 1977)は，ロンドン中心地区のオフィスがロンドン
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大都市圏南東部の政策的なオフィス開発地区へと移転しているものの，移
転 す る オ フ ィ ス は ロ ン ド ン 中 心 部 に 残 る オ フ ィ ス の 管 理 下 に あ り ， 80km
以 上 離 れ た 移 転 に は 経 済 的 価 値 が な い と し て い る ． ま た ， Goddard and 
Pye(1977)は，郊外オフィス開発地区の情報インフラの整備がオフィス立
地を促進するとし指摘している．これらの研究は，政策的な都市機能の分
散化政策が，ヨーロッパにおけるオフィス機能の分散化に大きな役割を果
たしていることを指摘した点で重要である．近年の研究においても，ヨー
ロッパの各地にある郊外のオフィス集積地区が， 1960～ 1980 年代にかけ
て の 政 策 的 な オ フ ィ ス 開 発 に 由 来 す る と さ れ て い る  (Phelps and 
Parsons2003, Shearmur and Alvergne 2003, Geurs and Wee 2006, Hall and 
Pain 2006)．  
また，モータリゼーションの進行や， ICTの発達は，北アメリカと同様
にオフィス機能の分散化の圧力となっている．オフィス立地における接触
コストの影響に関する研究は，スウェーデンで始まり，イギリス，北アメ
リカへと広がっていった ６ ．これは，北アメリカに比べてヨーロッパでは
対面接触の重要性がより高く (Butler 1996)，接触コストがオフィス立地
に与える影響も大きいことによるものといえよう．このため， ICTの発達
が北アメリカで生じたようなオフィス機能の分散化には結びつかず，オフ
ィ ス 機 能 の 集 中 が 維 持 さ れ て い る と の 指 摘 も あ る (Orain and Guillain 
2004,  Guillain et al 2006)．  
ヨ ー ロ ッ パ に お け る オ フ ィ ス 機 能 の 立 地 変 容 に 大 き な 影 響 を 与 え て き
た現象として，反都市化も重要な要素である．反都市化は，大都市の成長
が鈍化し，より規模の小さな都市や農村部の成長率が高まることにより，
都市の規模と成長率に逆相関の関係が生じる現象であり， 1970 年代以降
北アメリカ，ヨーロッパ，豪州などに広がった (Pacione 2005)．ただし，
反都市化現象の展開は地域により異なり，北アメリカにおいては都市人口
が増加から減少に転ずる「 Clean break」を持つのに対して，ヨーロッパ
では，都市の拡大につれて成長域が中心から離れていく「 Wave theory」
が支持されている (Gordon 1979)．このような反都市化現象の差異の解釈
として，Champion(1992)の指摘が有益である．Champion(1992)は反都市化
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の生ずる要因として 15 の要因を列挙しているが ７ ，中でも重要なのは通
勤 圏 の 拡 大 と ， 輸 送 ・ 通 信 技 術 の 改 善 で あ る と し ， 反 都 市 化 を 超 郊 外 化
(Exurbanization)と捉えるべきであると指摘している．北アメリカにおけ
る超郊外化は，エッジシティやさらにその周辺でのエッジレスシティの形
成という形態をとり，従来都市的土地利用がなされていなかった地域に都
市機能が立地することにより，都市から農村への「 Clean break」が発生
する．これに対して，高密度に都市が存在し，大都市圏の外縁部やその外
側にも歴史的な中心地が分布するヨーロッパにおいては，超郊外化は周辺
部の中小都市の成長という形態をとることになる (Fisher 2003)．  
このため，ヨーロッパにおいては ICT の発達によって，オフィス機能の
立地変容が促されているものの，北アメリカのような郊外への分散的な立
地形態はとらずに，中小都市への移動を伴いつつも求心的な立地が維持さ
れていると言えよう． 
 
ⅱ）多核的都市地域 (Polycentric Urban Regions) 
 ヨーロッパにおけるオフィス機能の立地変容は，オフィス機能が飽和し
た大都市から周辺の中小都市へと移転した結果，都市地域同士が機能的に
結合した多核的都市地域の形成をみた (Champion 2001, Kloosterman and 
Musterd 2001)．多核的都市地域とは，複数の都市地域が機能的に結合さ
れた都市圏であり，中心核相互の補完・競合関係への関心から生成された
概念である．例えば，Gaschet(2002)は，フランスの 50 の都市圏において，
多くの都市圏がサブセンターの形成によって多核化しており，しかもそれ
ぞれの核が異なった経済的機能に特化することで，相互に機能を補完して
いると指摘している．同様の指摘は，南東イングランド，ランドスタット
地方，中央ベルギー，ライン＝ルール，ライン＝メーン，北部スイス（ EMR），
パリ地方，グレート・ダブリンなど各地でみられ，情報インフラの整備に
よ っ て シ ナ ジ ー 効 果 が 創 出 さ れ て い る と 指 摘 さ れ る (Kloosterman and 
Lambregts 2007, Musterd et al 2006, Hall and Pain 2006)．  
ただし，多核的都市地域は，補完的な経済機能についてはシナジー効果
を発揮し得るが，各都市に均質に分布するような補完的でない経済活動に
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おいては競争の激化をもたらし，地域全体に負の影響をもたらす (Butler 
et al 1996, Meijers 2005)．さらに，近年の研究では，多核的な都市構
造が，それぞれの中心核の機能を均質化させていく可能性があると指摘さ
れる (Meijers 2007)．これらのことから，ヨーロッパにおける多核的都市
地域の出現は，一層の都市間競争の激化をもたらすことが示唆される．  
 
ⅲ）再都市化の言説 
 再都市化は，外部不経済の高まりによって一度都心から分散した様々な
都市機能が，再び都心に立地する現象であり，ヨーロッパにおいては 1980
年代後半から生じ始めたとされる．このような再都市化の言説は，都市の
空 間 変 容 が 都 市 化 → 郊 外 化 → 逆 都 市 化 → 再 都 市 化 の プ ロ セ ス を 辿 る と す
る都市サイクル仮説に基づいている．例えば， Klaassen et al(1981)は，
中心都市と周辺地域における人口・就業者の増加率の差を基準に，ヨーロ
ッパの 148 の都市圏を分析し，同国内では大都市圏に隣接する都市ほど早
く，また国家間では経済の発展した国ほど都市サイクルが早く進行してい
る こ と を 明 ら か に し た ． Klaassen et al(1981)が 分 析 対 象 と し た ， 1970
年代前半までのヨーロッパでは，人口分布の点でベルギーの都市サイクル
が逆都市化の後期の段階に達しており，近い将来には再都市化の段階に達
するであろうとしている ８ ．同様の基準で，ヨーロッパの 241 の都市圏を
分析した Paul(1995)は， 1980 年代頃から北ヨーロッパを中心に人口の再
都市化がみられはじめ，特に古い教会や大学を持つ小規模な都市地域で再
都市化が定着しつつあると指摘した ９ ．  
 これらの，都市サイクルに基づく研究は，データの制約もあり，主に人
口増加率の点での再都市化を議論している．しかし，再都市化の背景には，
都心における雇用の増大，特に事業所サービス業などの知識集約型産業の
成長があり，オフィス機能の立地とも多いに関連がある (Lever 1993, Paul 
1995)．  
 ところで，再都市化の言説は，北アメリカにおける再中心化のプロセス
と類似するものであり，両者の関連を吟味する必要がある．特に，アムス
テルダム，ロンドン，ベルリンなどの大都市においては，北アメリカの大
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都市同様の再中心化のプロセスが生じていると指摘される (Musterd et al 
2006, Kloosterman and Lambregts 2007)．これに対して，中小都市の動
向は，北アメリカとヨーロッパで大きな違いがある．北アメリカの中小都
市においては，郊外依存仮説に示されるように，経済的機能の郊外立地に
よる中心市の空洞化が注目されているのに対して，ヨーロッパの中小都市
では，再都市化の兆しが生じている．1990 年に EU によって示されたグリ
ーンペーパーには，持続可能な都市形態としてコンパクトシティが明記さ
れ ， 各 国 が と る べ き 都 市 政 策 の 方 向 性 が 明 記 さ れ た (Commission of the 
European communities 1990)．これに基づく，都心の再開発への補助政策
や，公共投資の集中が，ヨーロッパの中小都市における再都市化に大きな
インパクトを与えている (Hall 1997, Geurs and Wee 2006). 
また，ヨーロッパの中小都市における再都市化傾向の特徴に，地域的な
差異が大きいことが挙げられる．北欧，ベネルクス，イギリス，ドイツ等
では 1980 年代後半から再都市化の傾向が明確になりつつあるのに対して，
フランス，イタリア等では依然として逆都市化の傾向が続き，スペイン，
ギリシア，東欧では都市化から郊外化の段階にあるとされ， 1990 年に EC
に 加 盟 し て い た 諸 国 間 に す ら 大 き な 違 い が あ る (Champion 1992, Paul 
1995, Pacione 2005). これは，再都市化が政策努力に加えて，知識集約
型・都市型産業の成長，都市文化への志向の復活といった社会・経済的な
背景が大きく関わっている事によるものといえよう (Lever 1993, Musterd 
et al 2006)．  
 
ⅳ）小結  
 ヨーロッパにおけるオフィス機能の立地変容に関する研究は，次の 3 つ
の視点に整理することができる．第一に，政策的側面からの研究が多く，
オフィス機能の効率的な立地や，立地変容の効果といった研究に多くの蓄
積がある．この背景には，明確かつ強力な都市政策により，都市の土地利
用が制限され，都市政策が実際の都市内部構造を規定することによるもの
である．ただし，強すぎる規制が都市の効率性を下げているとの指摘もあ
り (Butler et al 1996, Broersma and Dijk 2008)，不動産資本による自
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由な都市開発が行われている北アメリカとは対照的である．第二に，都市
の分布密度の高さと，都心の持つ歴史的なプレステージの高さが，オフィ
ス機能の分散化を抑えていた．このことは，反都市化現象による，都市機
能の分散化過程においても，オフィス立地が超郊外へのスプロールの形態
を取らずに，大都市周辺の中小都市への集積につながっていた．第三に，
ヨーロッパの都市におけるオフィス機能の立地の諸相は，地域による多様
性が大きく，オフィス立地コストの経済的合理性以外にも，都市文化への
志向性や，教会や大学といった文化的吸引力の存在がオフィス機能の立地
に大きな影響を与えていることが注目される． 
 
4．日本におけるオフィス機能の立地変容に関する研究  
ⅰ）大都市圏における研究の動向 
日本におけるオフィス機能の立地に関する研究は，都心におけるオフィ
ス集積の形成や変容のプロセスに関心が向けられ，都市地域全体の中での
オフィス機能の立地変容への関心は低かった．これは，日本の都市のオフ
ィス機能が高度に都心へと集中し，欧米でみられたような本格的な分散化
の傾向がみられなかったことに起因する (山崎 2001： 53-60)．オフィス機
能の立地が都心へと集中する要因として，日本においては対面接触の重要
性が高く，情報発信量の大きな都心への立地が有利であること，特に大都
市 圏 で は 都 心 か ら 放 射 状 に 伸 び る 公 共 交 通 へ の 依 存 度 が 高 く 都 心 の ア ク
セシビリティが優れていること，情報通信コストや移動コストの遠近格差
が大きいことなどがあげられている (水鳥川 1987， 1988，田中ほか 1991，
松村・大山 1999)．  
しかし，日本においても 1980 年代後半以降，急激なオフィス需要の拡
大と都心部への過度の集積による外部不経済の高まりから，オフィス機能
の分散化が生じ始めた (林 1989，富田 1994)．この傾向は，東京圏から京
阪神圏，名古屋圏さらに地方都市へと波及すると同時に，都市階層ごとに
異なる様相を呈した (武見 1988)．  
東京大都市圏の場合では，オフィス機能の分散化は，業務核都市の成長
として顕在化した．業務核都市とは， 1988 年に制定された多極分散型国
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土形成促進法に基づき，東京都心の業務機能分散化の受け皿として整備さ
れた都市であり，特に東京圏でのみ整備することが明示された点に特徴が
ある．業務核都市は，情報化の進展と高機能なインテリジェントオフィス
ビ ル の 開 発 に よ っ て 成 長 し ， 東 京 大 都 市 圏 の 多 核 化 を 促 し て い る  (坪 本
1996，古賀 1998，李 2002，濱田 2003)．  
ただし，機能の点から見ると，業務核都市に立地する機能は，バックオ
フィスや本社部門からスピンアウトされた情報関連部門，地域の市場に対
応する営業所が中心となっており，空間的機能分化の一形態に過ぎないと
指摘されている（佐藤 2001，佐藤・荒井 2003）．このため，東京圏の業務
核都市は北アメリカにおけるエッジシティとは異なり，自律的な成長は困
難である．実際，90 年代後半には都心部におけるオフィス賃料の下落と，
大量のオフィスビル供給により，郊外に立地していたオフィスの都心回帰
が確認されている（古賀・河原 2002， Koga 2006， Tsubomoto 2007）．  
京阪神圏においては，早くから多核的な都市構造が注目されてきた（富
田 1980，藤井 1981，田口・成田 1986）．これは，京阪神圏が，単純な同
心円構造からなる東京圏とは異なり，自立性の高い大阪，京都，神戸の 3
極によるネットワーク型の多核的な構造を持っているとする議論である．
京阪神圏の 3 極は，大阪を頂点とするヒエラヒーを持つものの，おのおの
核は歴史的に多様な機能集積を持ち，機能的な補完関係を持っている（成
田 1995，石川 1996）．このため，京阪神圏はヨーロッパの多核的都市地域
と類似した構造を持つと指摘されている  (Batten 1995)．  
東京圏，京阪神圏と比べて，名古屋圏はオフィス機能の集積量の点で劣
るものの， 1990 年以降高い成長率を維持しており，三大都市以外の主要
都市とは異なる階層にある（阿部 2002）．郊外地域へのオフィス機能の立
地の点では，都心からの分散化や大都市圏周辺地域で，オフィス立地の増
加がみられると指摘されている（伊藤 1994， 1999）．しかし，東京圏や京
阪 神 圏 の よ う な 都 市 圏 の 構 造 に 影 響 を 与 え る よ う な 郊 外 核 の 形 成 は み ら
れず，他の大都市圏に比べて求心的な構造が維持されている（富田 1995）．  
次に，札幌，仙台，広島，福岡の広域中心都市についてみると，都市圏
全体におけるオフィス機能の立地を扱った研究は非常に少ない．これは，
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広域中心都市においては，オフィス機能の立地が求心的であり，都心から
周辺への分散がほとんどみられないことによるものである（原山 1992，
坪本 1994，山崎 2001）．この背景には，広域中心都市を特徴付ける支店オ
フィスの立地が都心に集中しているほか，オフィス需要の拡大が都心の高
層 化 に よ っ て 充 た さ れ て お り 分 散 化 が 一 部 の バ ッ ク オ フ ィ ス 部 門 に 限 ら
れることがあげられる (吉田 1970，山崎 1980，石丸 2000）．  
このような状況は，規模の大きな都市ほど，郊外化が大規模かつ広範に
進むとした富田 (1975)の指摘を裏付けるものであり，日本の大都市圏にお
いては，規模の大きな都市ほど，オフィス機能の郊外地域への立地が進ん
でいるといえよう． 
 
 ⅱ）地方都市における研究の動向  
 オフィス機能の立地変容に関する研究は，大都市圏が主要な対象とされ
ており，地方都市を扱った研究は少ない．地理学関連の学術誌 5 誌に掲載
された，経済的機能の郊外地域への立地を扱った論文数でみると，三大都
市圏と広域中心都市あわせて 96 本に対して，地方都市では 21 本に過ぎな
い (表 2-1)．また，地方都市における経済的機能の郊外地域への立地は，
主に商業・卸売機能が主眼とされており，オフィス機能を明示的に扱った
ものはほとんどない． 
 一方で，日本の地方都市においては，貧弱な公共交通機関と，郊外開発
を促進する都市政策により，都市機能の分散化が進んだ．奥井 (1994)は，
表 2-1 経 済的機 能 の郊外 地 域への 立 地を扱 っ た論文 数  
発行年 三大都市圏
広域中心
都市 地方都市
複数地域
全国 総計
1959年以前 5 0 0 0 5
1960年代 6 2 2 1 11
1970年代 18 7 5 1 31
1980年代 23 4 5 0 32
1990年代 15 1 5 0 21
2000年代 16 1 4 0 21
計 83 15 21 2 121
注 ）2007 年 末 ま で に「 地 理 学 評 論 」、「 人 文 地 理 」，「 経 済 地 理 学 年 報 」，「 季 刊 地 理 学 」，
「 地 理 科 学 」 の 5 誌 に 掲 載 さ れ た 論 文 を 集 計 ．
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地方都市においては「自家用車の普及→自家輸送の増大→市街地の交通渋
滞 ・ 交 通 事 故 の 拡 大 → 公 共 輸 送 の サ ー ビ ス 水 準 低 下 → 公 共 輸 送 の 利 用 減
少」という一連のサイクルが，ますます郊外化を加速させ，都心の空洞化
を招いていると指摘する．また，後藤 (1997)は，地方都市における都心部
の空洞化は，集積の喪失によって更なる分散化をもたらすとし，その下限
が県庁所在都市では従業者数 4 万人，それ以外の地方都市では 2 万人であ
ると指摘している．これらのことから，地方都市においては，大都市以上
に都市機能の分散化の問題は深刻であるといえよう．  
 また，近年では，地方都市においても，都心部における業務地区の形成
の観点からオフィス機能の立地を扱った研究がみられるようになった（古
賀 1992，松村 1992，野木 1997）．これは，藤本（ 2007， 2008）が指摘す
るように，工業の衰退と経済活動のサービス化によって，地方都市におい
ても，オフィス立地の重要性が高まっていることによるものである．この
ため，日本においても，地方中小都市におけるオフィス機能の分散化を，
都市地域全体の中で検討する必要がある． 
 
5．内外の論点の整理と残された課題  
 ここまで，北アメリカ，ヨーロッパ，日本におけるオフィス機能の立地
変容に関する研究の動向を，都市内部構造に与える影響という視点から検
討してきた．その結果，オフィス機能の立地変容に関する研究は，地域が
抱える社会・経済的背景により多様な論点が提示されていることが明らか
になった．特に，オフィス機能の分散化の歴史が長い北アメリカとヨーロ
ッパにおいては，それぞれの地域の背景の違いに応じて，分散化のプロセ
スやその要因に関して異なった論点がみられた．これらは大きく以下の 3
点に整理することが出来る． 
第一に，オフィス機能の立地変容には，都市内部における機能的・物理
的な蓄積が大きな影響を持っており，オフィス機能の立地変容に関する論
点の相違となって現れている．すなわち，高速道路網の整備によって大量
輸 送 交 通 か ら 個 別 輸 送 交 通 へ の 転 換 が い ち 早 く 進 ん だ 北 ア メ リ カ に お い
ては，交通モードの転換がオフィス機能の分散化の契機とみなされている
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（ Yeates 1990）．一方，都心のプレステージが高く，高度な機能集積を持
つヨーロッパの都市においては，オフィス間の接触ポテンシャルへの関心
が高く，情報化の進展がオフィス機能の分散化への条件であると認識され
てきた (Daniels 1979,Kutay 1985)．  
 第二に，オフィス機能の立地が，分散から再び集中に向かうとする認識
は，北アメリカ，ヨーロッパでともに共有されているものの，そのプロセ
スは異なる．北アメリカにおいては，グローバリゼーションの深化が，大
企業本部の機能的拡大と周辺産業の集積を促し，オフィス機能の再集中を
もたらすと指摘される (Soja 2000)．これに対して，ヨーロッパにおいて
は，歴史のある小都市を中心に，知識集約型の都市型産業が成長し，再都
市化の傾向が強まっているとされる (Paul 1995)．ただし，近年ではヨー
ロ ッ パ に お い て も ， 大 都 市 の 再 中 心 化 の 傾 向 が 指 摘 さ れ る な ど (Musterd 
et al 2006)，大都市の世界的な均質化の動きも注目されている． 
 第三に，都市間での比較の点で，北アメリカとヨーロッパでは異なった
論点が示されている．北アメリカにおいては，フロストベルトの世界都市
とサンベルトの大都市さらに，中小都市で異なった動きを示し，都市の階
層によりオフィス機能の立地変容が異なるとされる (Knox 1997)．一方，
ヨーロッパにおいては，都市間での相違は，社会・経済的発展段階の差異
とみなされ，中核的な地域の立地変容のプロセスが，周辺地域へ波及して
いくとされる (Paul 1995)．このような差異は，北アメリカの都市が，ニ
ュ ー ヨ ー ク や ロ サ ン ゼ ル ス な ど の 世 界 都 市 を 頂 点 と す る 経 済 的 な 機 能 結
合によって明確なヒエラルヒーを持つのに対して，ヨーロッパでは高密度
に 分 布 す る 都 市 の 水 平 的 な ネ ッ ト ワ ー ク の 影 響 が 強 い こ と に よ る も の と
いえよう (Capello 2000)．  
 以上の整理は，北アメリカとヨーロッパにおける論点の違いを，地域的
な差異を強調して整理したものであり，ヨーロッパにおける都市の階層性
の指摘や，近年の世界都市の均質性やネットワークの形成に関する関心の
高まりについては触れなかった １ ０ ．しかし，このように地域性を強調し
た論点の整理を行うことにより，既存の理論の背景や，他の地域への適用
可能性の検討を容易に行うことが出来る (表 2-2)．  
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表 2-2 1990 年代 以 降の北 ア メリカ ， ヨーロ ッ パ，日 本 におけ る 論点と 背 景
北アメリカ ヨーロッパ 日本
大都市 再中心化・脱中心化 多核的都市地域 都市圏の多核化
中小都市 郊外依存仮説 中小都市の再都市化 …
情報通信技術の発
達
交通モードの転換
大都市 公共交通の維持
中小都市 道路網の整備
都心 弱い 強い 強い
郊外 弱い 強い 弱い
疎 密 密
ヒエラルヒー ネットワーク ヒエラルヒー
大 中 大
オフィス
機能の分
散化の契
都市内の交通モード 高速交通道路網の整備 公共交通の維持
交通モードの転換 情報通信技術の発達
上位都市の規模
開発規制
オフィス機能の立地変容のキー
ワード
背景
大都市
中小都市
都市の分布
都市間の関係
注 ）「 … 」 は ， 論 点 の 整 理 が な さ れ て い な い 部 分
オフィス機能の分散化に影響を与えている社会・経済的状況は，日本の
都市の多様性を反映し，北アメリカ，ヨーロッパそれぞれの地域と共通点
と相違点がある．日本においては，ヨーロッパと同様に対面接触の重要性
が高く，通信や移動コストがオフィス立地コストの重要な部分を占めてい
る  (水鳥川 1988)．また，大都市においては，都心から放射状に伸びる公
共交通機関の発達により，大量輸送交通機関への依存度が高い．このため
大都市においてはモータリゼーションの浸透にも関わらず，都心が都市地
域 内 で 最 も ア ク セ シ ビ リ テ ィ に 優 れ た 場 所 と し て の 地 位 を 維 持 し て い る
(林 2000)．このため，大都市においてはヨーロッパと同様に求心的なオ
フィス機能の立地がとられやすい．これに対して，日本の中小都市では，
都市政策として道路整備に力点がおかれてきたため，個別輸送交通機関へ
の転換が進行し，都心のアクセシビリティは著しく低下した（青木 2000）．
このような状況は，北アメリカの中小都市と類似し，オフィス機能を初め
とする都市機能が分散化する契機となっているものといえよう．   
次に，再集中化に関する論点をみると日本の都市においては，オフィス
機能の分散化の歴史が浅く，再集中化というコンテキスト自体には関心が
薄い．ただし， 90 年代後半以降，都心におけるオフィス開発は急激に増
加しており，大都市を中心に，オフィス機能の立地に与える影響に関する
関心が高まりつつある (Matsubara 2007, Tsubomoto 2007)．グローバル経
済化と情報化の進展は，あらゆる地域に影響を及ぼしており，日本の都市
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にも都市内部構造の再編をもたらすものといえよう．特に，大都市におい
ては，都心部へのオフィス機能の再集中と，その影響圏の拡大が世界都市
地域 (Global City-Region)を形成し，中小都市の都心部に立地する機能の
収奪を強める可能性がある (Scott 2001)．  
このように，オフィス機能の立地変容が都市内部構造に与えている影響
は，都市の属する階層や立地する地域によって異なるため，より多くの都
市間での比較を行う必要がある．日本においては，大都市間での比較は行
われており，従業者や人口の点から規模の大きな都市ほど郊外化が早く進
むと指摘されている (富田 1975，池川 2001, 山神 2003)．しかし，大都市
と中小都市，国土の中核地域と縁辺地域といった都市間での相違は明らか
にされていない．この点に関して，北アメリカで卓越する都市階層間での
相違が大きいのか，ヨーロッパで指摘されてきた周辺から中核への波及効
果が大きいのかを検討する余地があると言えよう． 
最後に，北アメリカの多くの中小都市においては，広範な郊外化が都心
部の空洞化を生み，郊外に依存する傾向が生じつつある．一方，ヨーロッ
パにおいては，歴史的核を持った中小都市で再都市化の動きが顕在化しつ
つ あ り ， ア メ リ カ に お い て も 少 数 の 中 小 都 市 で 同 様 の 傾 向 が 生 じ て い る
(Bruegmann 2005, 服部 2007)．このような，中小都市の再都市化におい
ては，厳格な開発規制，歴史的資産の活用と並んで，知識集約型のオフィ
ス機能の重要性が指摘される  (Lever 1993)．このため，日本の中小都市
においても，オフィス機能の立地変容を明らかにすることにより，北アメ
リカ型の都心空洞化郊外依存へと進むのか，西欧型の再都市化プロセスを
辿るのかを検討する必要がある． 
以 上 の 論 点 か ら 日 本 の 都 市 内 部 に お け る オ フ ィ ス 機 能 の 立 地 変 容 に 関
して残された課題は，より多くの都市間で，オフィス機能の立地変容の差
異を明らかにすること，また都市間の差異が発生するメカニズムを明らか
にすることにある．これにより，より個々の都市に適合した都市政策の方
向性の検討が可能になるものと言えよう． 
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第 2 章の脚注  
 
１  経済的機能の郊外地域への立地に関する研究動向の整理は，富田
(1995)が大都市圏を中心に検討した上で，国家空間レベルの視点からの研
究の必要性を指摘している．また，阿部 (2003)は，日本の都市地理学全体
の展望の中で，都市機能研究として展望を行っている．   
２  オフィス立地の郊外化要因については，山崎健（ 2001），佐藤英人 (2002)
において内外の研究動向が詳述されている．また， 1990 年代以降の情報
化がオフィス立地の郊外化に与える影響に関しては，荒井ほか (1998），箸
本健二（ 2000）によってレビューがなされている． 
３  Anas and Small(1998)は，オフィス機能の集積による郊外業務核の形
成が，集積の経済を発揮し，商業等の都市機能の集積を促すことから，郊
外業務核を「マグネットエリア」と称している． 
４  Townsend (2001)は，情報化が高度に進んだ都市を「ネットワークシテ
ィ」とし，従来の世界都市に比べてより小規模の都心しか持たず，都市内
での情報発信のノードが分散するとしている．また， Dear and 
Flusty(1998)は，シカゴ学派によって確立された同心円地帯モデルに代わ
るものとして，偶有的な場所が都市内でモザイク上に分布する都市形態で
ある「キノ資本主義」を提示している．これは，都市内部構造が，モノカ
ルチャー的な場所 (エッジシティ，エスノバーブ，テーマパーク，ショッ
ピングセンターなど )のモザイク状の積み重なりから構成され，それぞれ
の地区が依存と分離の相互作用によって形作られるとするものである．  
５  Lang(2003)は，都市圏内部におけるオフィスの集積地区を，都心
(Primary downtown)，副次的都心 (Secondary downtown)，エッジシティ
(Edge city)，上記のいずれにもあてはまらないものをエッジレスシティ
(Edgeless city)とし，アメリカの 13 都市でオフィスストックの成長を分
析している． 
６  オフィス間の接触コストに関する研究では， Torngren(1970) ，
Törnqvist(1970)によるスウェーデンの国家的，地域的都市システムにお
ける先駆的な研究が引用される．これらを都市内における接触コストに応
用した研究として， Fernie(1977)や Smidt(1984)は，それぞれイギリス，
オランダの都市の接触コストによる類型化を試みている．   
７  Champion(1992)が挙げた反都市化現象の生ずる要因は以下の通りであ
る．①通勤圏の拡大，②規模の不経済と社会問題の出現，③農村人口の地
方都市への集中，④農村の流出人口ポテンシャルの縮小，⑤農村地域での
活動に対する政府補助，⑥鉱業・軍事・観光等の特殊な地方産業の成長，
⑦製造業の分散化，⑧輸送・通信技術の改善，⑨農村地域における教育・
健康等の生活基盤の改善，⑩公共部門と個人サービスの成長，⑪空間政策
の成功，⑫政府の福祉・年金その他給付の増大，⑬退職者の移動，⑭居住
地選好の変化，⑮年齢・世帯構成の変化，⑯景気後退の影響，⑰資本投資
の新しい循環パターン． 
８  Klaassen et al(1981)は，オランダにおける分析で，従業者の分布が，
人口に 10 年程度遅れて都市サイクルを辿ることを示したが，資料の制約
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から多国間の比較は行っていなかった． 
９  Paul(1995)の地域区分は，所得水準等の社会背景を勘案しており，北
ヨーロッパ (西ドイツ，ベネルクス，デンマーク，イギリス )，フランスと
北イタリア，南ヨーロッパ (ローマ以南のイタリア，ギリシア，ポルトガ
ル，スペイン，アイルランド )の 3 地域に区分される．  
１ ０  近年，ヨーロッパにおいても地域を超えたグローバルな経済活動の拡
大により，都市の階層性が経済機能の集積により大きな影響を与えるよう
になりつつあると指摘される  (Taylor and Derudder 2004)．また，世界
的な傾向として，都市の階層関係に関する研究への関心は後退しつつあり，
都市間のネットワークが都市の競争力や構造に及ぼす影響に関心が向か
いつつある (Coe et al 2007)．  
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